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１ 社会保険制度とは

社会保険制度とは、私たちの「病気、老齢、ケガ、失業、死亡」などによる経済

的な損失を国と事業主、そして職場で働く労働者の集団の力で救済しようというも

のです。そして、社会保険とは、広義では、「健康保険（介護保険を含む）、厚生年

金保険、労災保険、雇用保険」の４つの保険から成り立っており、法律により強制

加入となっています。

このため、適用事業所に該当した場合及び被保険者に該当した場合は、事業主や

労働者の意思にかかわらず必ず加入しなければなりません。

この４保険のうち労災保険は、建設業の有期工事の場合、原則として元請が一括

して加入する方法が一般的ですが、健康保険、厚生年金保険、雇用保険の各保険は

企業ごとに加入することになっています。しかし、建設業の場合、下請を中心に企

業の未加入、労働者の未加入が多数存在しています。

このため、国土交通省では、平成 年度より、社会保険等未加入対策として、

健康保険、厚生年金保険、雇用保険の３保険を対象として、法律の規定に沿って、

保険加入を進めるための取り組みを進めています。

なお、一人親方や個人事業主（常用労働者が５人未満の場合）には、健康保険（協

会けんぽ等）と厚生年金保険への加入義務はなく、国民健康保険（建設国保等含む）

と国民年金に加入していれば問題ありません。

（広義） （狭義）

社会保険等 社会保険等 

労働保険 労働保険 

労災保険 労災保険 

雇用保険 雇用保険 

社会保険 社会保険 

医療保険 
（健康保険、国民健康保険等） 

医療保険 
（健康保険、国民健康保険等） 

年金保険 
（厚生年金・国民年金） 

年金保険 
（厚生年金・国民年金） 
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２ いまなぜ社会保険等への加入が求められているのか 

 

建設業では下請企業を中心に健康保険、厚生年金保険、雇用保険の各保険への未

加入によって、法定福利費を適切に負担しない企業が多数存在し、このことは技能

労働者の医療、年金など、いざというときの公的保障が確保されず、若年入職者の

減少の一因となっているほか、関係法令を遵守して適正に法定福利費を負担する事

業者ほど競争上不利になるという矛盾が生じていると指摘されています。 

  

 

＝当面の課題と将来への不安＝ 

社会保険等への加入は法令上の義務だけでなく、建設業の将来を担う若年労働者

の確保という観点からも重要な意味を持つものです。 

建設業はいま 55 歳以上の就業者が３割を超えるなど、高齢化の進行により将来

の労働力のひっ迫が懸念されています。また、少子高齢化の影響による今後の労働

力人口の減少に備えた若年労働者の確保育成が急務とされています。 

 特にいま、建設業では担い手の確保育成という問題が大きなテーマとなっていま

すが、その担い手となるべき若者の確保が困難を極めています。 

このことは決して他人ごとではなく、個々の企業が自らの問題として真剣に対処

しなければなりません。 

社会保険等への加入は労働力の安定確保の観点からも欠かすことのできない重

要な事柄であり、国土交通省では、平成 29 年度までに企業単位では許可業者の加

入率 100％、労働者単位では製造業相当の加入状況を目指すとしています。 

 

 

 

 

■ひとくちメモ■ 
年金の受給資格期間を短縮 

 納付した保険料に応じた給付を行い、将来の無年金者の発生を抑えていくという視点か

ら、国民年金法等が一部改正され、老齢基礎年金の受給資格期間が、従来の 25年から 10年

に短縮された。（施行日：平成 29 年 8 月 1 日） 

現在、無年金者である高齢者に対しても、改正後の受給資格期間を満たす場合には、経過

措置として、施行日以降、保険料納付済期間等に応じた年金支給がなされることとなった。 
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３ 社会保険加入と元請企業の役割と責任

元請企業は、請け負った工事全般について、下請企業よりも広い責任や権限を持

っています。この責任や権限に基づき元請企業が発注者との間で行う請負価格、工

期の決定などは、下請企業の経営の健全化にも大きな影響をもたらすものであるこ

とから、下請企業の企業体質の改善について、元請企業も相応の役割を分担するこ

とが求められています。 
このような観点から、元請企業はその請け負った建設工事におけるすべての下請

企業に対して、適正な契約の締結、適正な施工体制の確立、雇用、労働条件の改善、

福祉の充実等について指導、助言その他の援助を行うことが期待されています（「社

会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」より）。 
 
 

＝元請企業に求められる役割と責任＝

（１）保険未加入対策を効果的なものとするため、保険未加入の協力会社とは契約

しないことや、保険未加入の建設労働者の現場入場を認めないことを具体的

に予定しつつ、協力会社の指導に取り組んでいくこと。

（２）下請契約に先立って、選定の候補となる建設企業について社会保険の加入状

況を確認し、適用除外でないにもかかわらず未加入である場合には、早期に

加入手続を進めるよう指導を行うこと。

この確認に当たっては、必要に応じ、選定の候補となる建設企業に保険料の

領収済通知書等関係資料のコピー（保険加入状況の確認に必要な事項以外を

黒塗りしたもの）を提示させるなど、真正性の確保に向けた措置を講ずるよ

う努めること。

（３）再下請負がなされる場合には、下請負人から提出される再下請負通知書の

「健康保険等の加入状況」欄により下請企業が社会保険に加入していること

を確認すること。この確認の結果、適用除外でないにもかかわらず未加入で

ある下請企業がある場合は、（２）と同様の指導を行うこと。（【巻末資料

１】参照）

（４）新規入場者の受け入れに際して、各作業員について作業員名簿の社会保険欄

を確認し、未加入等が発覚した場合には、作業員名簿を作成した下請企業に

対し、作業員を適切な保険に加入させるよう指導すること。（【巻末資料３】

参照）
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（５）専門工事業団体等が作成した標準見積書の活用等による法定福利費相当額

を内訳明示した見積書を提出するよう下請負人に働きかけるとともに、提出

された見積書を尊重して下請負契約を締結すること。

（６）下請負人の見積書に法定福利費相当額が明示され又は含まれているにもか

かわらず、元請負人がこれを尊重せず、法定福利費相当額を一方的に削減し

たり、労務費そのものや請負金額を構成する他の費用（材料費、労務費、そ

の他経費など）で減額調整を行うなど、実質的に法定福利費相当額を賄うこ

とができない金額で建設工事の請負契約を締結し、その結果「通常必要と認

められる原価」に満たない金額となる場合には、当該元請下請間の取引依存

度等によっては、建設業法第１９条の３の不当に低い請負代金の禁止に違反

するおそれがあるので、これを厳に慎むこと。

（社会保険加入に関する下請指導ガイドライン（平成 年 月 日一部改訂）

より抜粋・加工）

■ひとくちメモ■ 
「通常必要と認められる原価」とは 

建設業法第 条の３の「通常必要と認められる原価」とは、当該工事の施工地域におい

て当該工事を施工するために一般的に必要と認められる価格（直接工事費、共通仮設費及び

現場管理費よりなる間接工事費、一般管理費（利潤相当額は含まない。）の合計額をいい、

具体的には、下請負人の実行予算や下請負人による再下請負先、資材業者等との取引状況、

さらには当該地域の施工区域における同種工事の請負代金額の実例等により判断すること

となる。

（「建設業法令遵守ガイドライン（第４版）－元請負人と下請負人の関係に係る留意点－」

（平成 年 月）より）
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４ 社会保険加入と下請企業の役割と責任

社会保険に関する法令に基づいて従業員の社会保険への加入義務を負っている

のは雇用主です。そのため、社会保険加入を徹底するためには、建設労働者を直接

雇用する下請企業自らがその責任を果たすことが必要不可欠です。

このような理由から、下請企業は次のような責任を果たすべきであるとされてい

ます。

＝下請企業の役割と責任＝

（１）下請企業はその雇用する労働者の社会保険加入手続を適切に行うこと。その

ためには、建設業法第 20 条第１項に基づき、材料費、労務費、その他の経

費の内訳を明らかにして（法定福利費相当額を内訳明示して）、建設工事の

見積りを行うよう努めること。 
（２）建設労働者について、労働者である社員と請負関係にある二者を明確に区別

した上で、労働者である社員についての保険加入手続を適切に行うこと。

（３）事業主が労働関係諸経費の削減を意図して、これまで雇用関係にあった労働

者を対象に個人事業主として請負契約を結ぶことは、たとえ請負契約の形式

であっても実態が労働者であれば、偽装請負として職業安定法等の労働関係

法に抵触するおそれがあること。 
（４）施工体制台帳、再下請負通知書及び作業員名簿については、下請負人と建設

労働者との関係を正しく認識したうえで記載すること。

（５）元請企業が、適切な社会保険に加入していることを確認できない作業員につ

いて現場入場を認めない場合には、下請企業においてもこの措置に協力し、

当該作業員を現場に入場させないようにすること。

（６）元請企業が行う指導等に協力すること。この協力は、元請企業の指導が建設

工事の施工に携わるすべての下請企業に行き渡るよう、再下請企業が雇用す

る各作業員の保険加入状況を確認し、自社の雇用者を含めてその真正性の確

保に向けた措置を講ずるよう努めること。（社会保険の標準報酬決定通知書

等関係資料のコピー（保険加入状況の確認に必要な事項以外を黒塗りしたも

のでも構わない）の提示など）

（７）下請企業（１次下請）が請け負った建設工事を再下請負させた場合には、再

下請負人（２次下請）の法定福利費を適正に確保する必要があり、標準見積
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書の活用等による法定福利費相当額を内訳明示した見積書を提出するよう

再下請負人（２次下請）に働きかけるとともに、提出された見積書を尊重し

て再下請負契約を締結しなければならない。

（８）再下請負人（２次下請）の見積書に法定福利費相当額が明示され又は含まれ

ているにもかかわらず、下請負人（１次下請）がこれを尊重せず、法定福利

費相当額を一方的に削減したり、労務費そのものや請負金額を構成する他の

費用（材料費、労務費、その他経費など）で減額調整を行うなど、実質的に

法定福利費相当額を賄うことができない金額で建設工事の請負契約を締結

し、その結果「通常必要と認められる原価」に満たない金額となる場合には、

当該元下請負間（１次下請・２次下請間）の取引依存度等によっては、建設

業法第 条の３の不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれがあるので、

これを厳に慎むこと。

（社会保険加入に関する下請指導ガイドライン（平成 年 月 日一部改訂）

より抜粋・加工）
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５ 未加入企業や労働者は現場に入れなくなるのか

公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針（平成 年

月 日改正）においては、「公平で健全な競争環境を構築する観点からは、社会

保険に加入し、法定福利費を適切に負担する建設業者を確実に契約の相手方とする

ことが重要である。」としています。

このため、法令に違反して社会保険に加入していない建設業者については、公共

工事の元請業者から排除するため、定期の競争参加資格審査等で必要な対策を講じ

るとし、元請建設業者に対し社会保険未加入業者との契約締結を禁止することや、

社会保険未加入業者を確認した際に建設業許可行政庁又は社会保険担当部局へ通

報すること等の措置を講ずることにより、下請業者も含めてその排除を図るものと

するとされています。

また、これ以外にも、「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」におい

ても、未加入企業・未加入労働者の排除について以下のような記載があります。

＝未加入企業・未加入労働者の排除＝

「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」では、未加入企業や未加入労

働者の排除に関して次のような内容が示されています。

■下請企業の選定に当たって

下請企業には、適切な保険に加入している建設企業を選定すべきであり、遅くと

も平成 年度以降においては、健康保険、厚生年金保険、雇用保険の全部又は

一部について、適用除外でないにもかかわらず未加入である建設企業は、下請企

業として選定しないとの取扱いとすべきである。

■作業員名簿を活用した確認・指導

各作業員についても、遅くとも平成 年度以降においては、適切な保険に加入

していることを確認できない作業員については、元請企業は特段の理由がない限

り現場入場を認めないとの取扱いとすべきである。

なお、作業員名簿により、現場労働者の社会保険の加入有無の確認が可能である。

作業員名簿については、「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」にお

いて、社会保険の加入状況についての記載例が示されている。（【巻末資料３】

参照）

■施工体制台帳や再下請負通知書を活用した確認・指導

施工体制台帳、再下請負通知書には建設業法施行規則第 条の４の規定により

健康保険等の加入状況の記載が義務付けられているので、下請企業が適正に社会

保険に加入しているか確認する手段として有効である。  
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６ 建設業における社会保険・労働保険の加入義務

 
（１）社会保険の加入について 

社会保険については、法人の事業所（株式会社、有限会社等）は強制適用事業

所となりますので、事業主や労働者の意思にかかわらず必ず加入しなければなり

ません。一方、個人事業主では、使用する労働者の数によって強制適用又は任意

加入の制度があります。具体的には次頁の表のような取扱いが行われます。 
 
（２）労働保険の加入について 

雇用保険については、雇用保険の対象となる労働者が１人でもいれば法人・個

人を問わず強制適用事業所となりますので、事業主や労働者の意思にかかわらず

必ず加入しなければなりません。一方、法人の役員等及び個人事業主並びに一人

親方は加入することはできません。（一人親方であるか否かの判断基準について

は【巻末資料４】参照） 
なお、労災保険については、建設業の有期工事の保険は、原則として元請が一

括して加入する方法が一般的です。 
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 労働保険 社会保険 
事業所

の形態 
常用労働者

の数 就労形態 雇用保険 労災保険 医療保険 年金保険 

法 人 

１人～ 常用 
労働者 雇用保険 元請一括加入 協会けんぽ、 

健康保険組合等  厚生年金 

－ 日雇 
労働者 日雇雇用保険 元請一括加入 

国民健康保険 又は

協会けんぽ（日雇特例被保険者）

（国保は事業主負担なし） 
国民年金 

－ 役員等 － 特別加入 協会けんぽ、 
健康保険組合等  厚生年金 

個 人 
事業主 

５人～ 常用 
労働者 雇用保険 元請一括加入 協会けんぽ、 

健康保険組合等  厚生年金 

１人～４人 常用 
労働者 雇用保険 元請一括加入 国民健康保険（組合） 国民年金 

－ 日雇 
労働者 日雇雇用保険 元請一括加入 

国民健康保険 又は 
協会けんぽ（日雇特例被保険者）  

（国保は事業主負担なし） 
国民年金 

－ 事業主、

一人親方 － 特別加入 国民健康保険（組合） 国民年金 

 
：事業主負担がある部分（元請一括加入を含む） ：事業主負担がない部分

注１） 健康保険の適用除外の承認を受けることにより、国民健康保険（組合）に加入する場合が

ある。（一部の国民健康保険組合については、事業主負担があるが、義務づけなし。）

注２） 個人事業所において、５人未満の労働者を使用する者は、健康保険及び厚生年金保険につ

いては強制適用とはならないが、被保険者となるべき労働者の２分の１以上の同意を得て、

事業主が保険加入の申請をし、認可を受ければ適用事業所となることができる。 
 

注３）個人の事業所で労働者を雇わず事業を行う者は、国民健康保険（含国民健康保険組合）及び

国民年金に加入しなければならない。 
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７ 被保険者になる人・ならない人

社会保険の適用事業所に常時継続的に使用される人は被保険者となりますが、短

期雇用者や断続的に使用される者、高年齢者、役員等については、それぞれ適用基

準が異なりますので、以下の基準に照らして被保険者になる人・ならない人の判断

をしてください。

ただし、これらの基準はあくまでも目安の１つであって、これらに該当しない人

でも、就労の形態や内容などを総合的に判断した結果、常用的雇用関係にあると認

められた場合は、被保険者となりますので、注意してください。

【１】日雇労働者

保険名 加入義務がない者（場合） 加入義務の発生等 
健康保険 日々雇入れられる者 

 

左の者が１か月を超えて使用されたと

きは、１か月を超えた日から被保険者と

なる。
厚生年金保険 

雇用保険※  日々雇入れられる者 
 

前２か月の各月において 日以上同一

の事業主に雇用された者は一般の被保

険者となる。

※1 一定の要件を満たす者は、日雇特例被保険者になります。 

【２】短期・短時間雇用者

保険名 加入義務がない者（場合） 加入義務の発生等 
健康保険 

２か月以内の期間を定めて使用さ

れる者

左の者が２か月を超えて引続き使用さ

れる場合は、その期間を超えた日から被

保険者となる。厚生年金保険 

雇用保険 

◇ 日以上雇用されることが見込

まれない者

◇１週間の所定労働時間が 時間

未満の者

◇１週間の労働時間が 時間以上あり、

日以上引続き雇用されることが見

込まれる者はその時点から被保険者

になる。
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【３】季節労働者

保険名 加入義務がない者（場合） 加入義務の発生等 
健康保険

季節的業務に４ヶ月以内の期間を

定めて使用される者

左の者が最初から４ヶ月を超える契約

で雇用される場合は当初から被保険者

となる。
厚生年金保険

雇用保険

◇ 日以上雇用されることが見込

まれない者

◇１週間の所定労働時間が 時間

未満の者

◇１週間の労働時間が 時間以上あり、

日以上引続き雇用されることが見

込まれる者はその時点から被保険者

になる。

【４】臨時的な事業に使用される者

保険名 加入義務がない者（場合） 加入義務の発生等

健康保険
臨時的な事業の事業所に６か月以

内の期間を定めて使用される者

左の者が雇用開始時から６か月を超え

る期間の契約で使用される場合は最初

から被保険者となる。厚生年金保険

雇用保険

◇ 日以上雇用されることが見込

まれない者

◇１週間の所定労働時間が 時間

未満の者

◇１週間の労働時間が 時間以上あり、

日以上引続き雇用されることが見

込まれる者はその時点から被保険者

になる。
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【５】パートタイマー

保険名 加入義務がない者（場合） 加入義務の発生等

健康保険
１日又は１週間の所定労働時間及

び労働日数が常用労働者の４分の

３以下の者（同一事業者の同一仕事

で判断する）

１日又は１週間の所定労働時間及び労

働日数が常用労働者の４分の３以上の

者は被保険者となる。

厚生年金保険

雇用保険

◇ 日以上雇用されることが見込

まれない者

◇１週間の所定労働時間が 時間

未満の者

◇１週間の労働時間が 時間以上あ

り、 日以上引続き雇用されることが

見込まれる者はその時点から被保険者

になる。

【６】高年齢者

保険名 加入義務がない者（場合） 加入義務の発生等

健康保険 歳以上の者 後期高齢者医療の被保険者となる。

厚生年金保険 歳以上の者

年金の受給資格を満たしていない 歳

以上の者は、年金受給のための期間を満

たすまで被保険者となることができる。

雇用保険
歳を過ぎて新たに雇用された者

※

在職中に 歳に達した者はそのまま被

保険者資格を継続する。（ 歳以降は保

険料の支払いは免除される）

※2 平成 29 年１月１日以降は、65 歳を過ぎて新たに雇用された者も加入義務があります。（平成

31 年まで支払いは免除される） 
 
【７】個人事業主・一人親方等 ※3

保険名 加入義務がない者（場合） 加入義務の発生等 

健康保険 
労働者を使用せず単独で事業を行

っている場合は適用事業所又は被

保険者とはならない。 

◇左に該当する場合は、国民健康保険

（国保組合を含む）及び国民年金に加

入しなければならない。 
◇事業主としてではなく、労働者として

他人に使用されて働いている間は、該

当する事項に照らして判断すること。 

厚生年金保険

雇用保険

※3 一人親方であるか否かの判断は【巻末資料４】を参照してください。 
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【８】家族従事者

保険名 加入義務がない者（場合） 加入義務の発生等 

健康保険

事業主と同居して仕事をしている

家族・親族は労働者とはみなされな

いので原則として被保険者とはな

らない。

同居の親族であっても、常時親族以外の

労働者を使用する事業において一般事

務又は現場作業に従事し、かつ、業務を

行うにつき、事業主の指揮命令に従って

いることが明確であり、始業及び終業時

刻、休憩時間、休日、休暇等、賃金の決

定、計算及び支払いの方法、賃金の締切

及び支払いの時期について、就業規則そ

の他これに準ずるものに定めるところ

により、その管理及び就労の実態が他の

労働者と同様になされている場合には

労働基準法上の労働者として取扱う。

（昭和 年 月 日・基発 ）

厚生年金保険

雇用保険

【９】法人の役員等

保険名 加入義務がない者（場合） 加入義務の発生等 
健康保険  代表取締役以下役員も会社の業務に

日々携わって報酬を得る限り、法人に使

用される者とみなして被保険者となる。

常勤の会社重役が、会社の機関たると同

時に、他面において部長、課長、支店長、

支配人、工場長等の使用関係にある場合

は、被保険者とする。（昭 ・６・ 保

受９）ただし、 歳に達すると被保険者

資格を失う。

厚生年金保険  

雇用保険 
代表取締役・取締役・監査役は適用

されない。 

執行権がなく同時に支店長、工場長など

を兼務している役員等について、労働者

としての性格が強いと判断された者に

ついては被保険者として取扱われる。

（これらの者については「兼務役員雇用

実態証明書」をハローワークに届出る必

要がある）

 
 

■ひとくちメモ■ 
法人の役員とは 

法人の役員とは、会社法（第 条）上の「取締役・会計参与・監査役」の３者をいう。こ

れらに該当する人は社会保険の適用から除外されますが、通称「専務、常務、執行役員」等

と呼ばれる人であっても、労働者と認められる場合（労働の対価として賃金を得ていると認

められる者）は、被保険者になることができる。
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【 ０】国民健康保険組合加入者

保険名 加入義務がない者（場合） 加入義務の発生等 

健康保険 
 

法人の事業所及び従業員５人以上

の個人事業所で、「健康保険被保険

者適用除外承認申請書」により承認

を受けている場合

健康保険（協会けんぽ）の被保険者と

なるべき者で、「健康保険被保険者適用

除外承認申請書」により承認を受けてい

ない場合 
協会けんぽの被保険者とならない者は

国民健康保険に加入するか、国保組合

に加入するかを自由に選択することが

できる。

厚生年金保険

常用労働者の数が５人未満の個人

事業主に雇用されている者や、個人

事業主及び一人親方

 
常用労働者の数が５人以上の個人事業

主に雇用されることとなった場合。 

雇用保険
法人の役員等や、事業主及び一人

親方

 
法人や個人事業主に雇用されることと

なった場合。 

 
 
 

■ひとくちメモ■ 
国民健康保険組合への加入について 

国民健康保険組合（国保組合）は、国民健康保険法第 条に基づいて設立された団体で

あって、同種の事業又は同種の業務に従事する者のうち、健康保険（協会けんぽ）の被

保険者とならない者が加入の対象となり、建設関連事業には 数種類の国保組合が存在

する。国保組合に加入できるのは、５人未満の従業員を使用する個人事業主及びその従

業員、一人親方等となっているが、法人や常時５人以上の従業員を使用する個人事業主

であっても「健康保険被保険者適用除外承認申請書」を組合に提出し承認を受けた場合

には国保組合に加入することができる。

なお、５人未満の従業員を使用する個人事業主やその従業員、一人親方等であって、現

在すでに国民健康保険又は建設業に係る国民健康保険組合に加入している者は、必要な

健康保険に加入しているものとみなされるので、社会保険等未加入対策上、改めて協会

けんぽに入り直す必要はない。 
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８ 社会保険等加入のメリット

各保険はそれぞれ失業、疾病、高齢化等のリスクに備えてくれる制度です。それ

ぞれの特色は下記の通りです。

【１】雇用保険

給付金 主な内容 
失業給付 会社を辞めてしまい、次の仕事が見つかるまでの給付です。 
育児休業

給付 
育児のため仕事をすることができず、給与が支払われない場合に支給

されます。 
介護休業

給付 
要介護状態の方を介護するため、仕事をすることができず、給与が支払われ

ない場合に支給されます。 
高年齢雇用継

続給付 
歳以上の方が給与が急激に減ってしまった場合、給付金が支給されます。 

 
【２】医療保険

保険名 所得補償 主な内容

健康保険

（協会けんぽ）

傷病

手当金

業務外での病気・ケガ等で仕事をすることができず、給与が支払

われない時に、給付金が出ます。

＜１日あたり＞

直近 ヶ月間の各標準報酬月額を平均した額÷30 日×(2/3）

※最大１年６ヶ月受給可能

出産

手当金

産前６週産後８週間の産前産後休業を取得し、給与が支払われない

時に、給付金が出ます。

なお、１日あたりの金額は傷病手当金と同じです。

国民健康保険 なし 所得補償はありません。

国保組合 ※組合により独自の給付金制度があります。

【３】厚生年金

年金は①老齢年金、②障害年金、③遺族年金の３種類あり、これは国民年金も

厚生年金も同様です。ただ、厚生年金は国民年金の上乗せの制度となっているた

め、給付にかかる金額、支給要件は、厚生年金加入者の方が手厚くなっています。
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９ 建設業の見積り・積算における法定福利費の位置づけ

「見積り」と「積算」の用語の意味については、ほぼ同義であると考えられます

が、「積算」金額は工種ごとに予定される原価を積み上げた予定原価総額として用

いられるのに対し、「見積」金額は積算で積み上げられた原価総額に自社の利益を

加え請求者が注文者に提示する金額として用いられるのが通常です。

見積りは、積算と基本的に同様の考え方で行うものであるため、以下に公共工事

における積算基準の考え方を示します。

工事費 工事価格 工事原価 純工事費 直接工事費

     共通仮設費
     

    現場管理費   
        
   一般管理費等      
          
  消費税等相当額         
             
項目 内容 算定の方法

直接工事費 工事目的物を造るために直接

必要とする費用で、直接仮設に

要する費用を含む。

イ．材料価格及び機器類価格（「材料価格等」とい

う。）に個別の数量を乗じて算定する。

ロ．単位施工当たりに必要な材料費、労務費、機械器

具費等から構成された単価に数量を乗じて算定する。

ハ．イ又はロによりがたい場合は、施工に必要となる

全ての費用を「一式」として算定する。

共通仮設費 各工事種目に共通の仮設に要

する費用

必要な費用を積み上げにより算定するか、過去の実

績等に基づく直接工事費（Ａ）に対する比率により算

定する。ただしこの場合、直接工事費には、発生材処

分費を含まないものとする。

現場管理費 工事施工に当たり、工事現場を

管理運営するために必要な費

用で、共通仮設費以外の費用

必要な費用を積み上げにより算定するか、過去の実

績等に基づく純工事費（Ａ＋Ｂ）に対する比率により算

定する。ただしこの場合、純工事費には、発生材処分

費を含まないものとする。

一般管理費等 工事施工に当たる受注者の継

続運営に必要な費用で、一般

管理費と付加利益からなる。

工事原価（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）に対する比率により算定する。

消費税等相当

額

消費税及び地方消費税相当分 工事価格（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）に税率を乗じて算定する。

 （「公共建築工事積算基準」を元に作成） 
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現場で施工に従事する者の賃金（社会保険料の本人負担分を含む）は労務費で

あることから、直接工事費に含まれることとなります。それらの者に対する法定福

利費相当額（事業主負担分）は「現場管理費」に含まれ、これを標準見積書で内訳

明示することとなります。

また、見積り時においては、自社の労働者で施工するか下請企業に外注するかを

区別しないことが普通なので、自社及び下請企業の労働者の賃金については直接工

事費に含まれ、自社及び下請企業が負担すべき法定福利費の事業主負担分について

は現場管理費に含まれることとなります。

したがって、自社及び下請企業の法定福利費相当額を内訳明示した見積書を作成

することになります。

なお、本社等で事務や営業に従事する者に対する賃金及び法定福利費は「一般管

理費等」に含まれます。 

●現場管理費に含まれる法定福利費

現場従業員、現場労働者及び現場雇用労働者に対する労災保険料、雇用保険料、健康保険料

及び厚生年金保険料の事業主負担額並びに建設業退職金共済制度に基づく事業主負担額

（自社及び下請企業が負担すべき法定福利費の事業主負担分）

●一般管理費等に含まれる法定福利費

本店及び支店の従業員（事務や営業に従事する者）に関する労災保険料、雇用保険料、健康

保険料及び厚生年金保険料の事業主負担額
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工
事
価
格

工
事
費

積算体系における法定福利費のイメージ

消費税

工
事
原
価

法定福利費相当額

（工事現場の施工に直接携わる者の

事業主負担分）

労務費

（工事現場の施工に直接携わる者の分）

下

請

企

業

へ

の

外

注

分

含

む

直接工事費
工事現場の施工に直接必要な費用）

現場管理費
（工事現場の管理運営に必要な経費）

材料費

一般管理費等（利益含む）
受注者の継続的な事業運営に必要な費用）

工
事
価
格

工
事
費

積算体系における法定福利費のイメージ

消費税

工
事
原
価

法定福利費相当額

（工事現場の施工に直接携わる者の

事業主負担分）

労務費

（工事現場の施工に直接携わる者の分）

下

請

企

業

へ

の

外

注

分

含

む

直接工事費
(工事現場の施工に直接必要な費用）

現場管理費
（工事現場の管理運営に必要な費用）

材料費

一般管理費等（利益含む）
(受注者の継続的な事業運営に必要な費用）

法定福利費相当額には、

下請企業への外注分も含まれます。
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社会保険や労働保険は、労働者が安心して働くために必要な制度であり、強制加

入の方式がとられている。

受注者（元請負人）には、これらの保険料に係る費用負担が不可避となっている。

これらの保険料に係る受注者の費用は、労災保険料とともに受注者が義務的に負

担しなければならない法定福利費であり、建設業法第 条の３に規定する「通常

必要と認められる原価」に含まれるべきものである。

このため、発注者及び受注者は、見積時から法定福利費を必要経費として適正に

考慮すべきであり、法定福利費相当額を含まない金額で建設工事の請負契約を締結

した場合には、発注者がこれらの保険への加入義務を定めた法令の違反を誘発する

おそれがあるとともに、発注者が建設業法第 条の３に違反するおそれがある。

（「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン」

（平成 年 月）より抜粋・加工）

社会保険や労働保険は、労働者が安心して働くために必要な制度であり、強制加

入の方式がとられている。

これらの保険料は、建設業者が義務的に負担しなければならない法定福利費であ

り、建設業法第 条の３に規定する「通常必要と認められる原価」に含まれるべ

きものである。

このため、元請負人及び下請負人は、見積時から法定福利費を必要経費として適

正に確保する必要がある。

下請負人は、見積書に法定福利費相当額を明示すべきであり、下請負人の見積書

に法定福利費相当額が明示されているにもかかわらず、元請負人がこれを尊重せず、

法定福利費を一方的に削減したり、法定福利費相当額を含めない金額で建設工事の

請負契約を締結し、その結果「通常必要と認められる原価」に満たない金額となる

場合には、当該元請下請間の取引依存度等によっては、建設業法第 条の３の不

当に低い請負代金の禁止に違反するおそれがある。

また、社会保険・労働保険への加入は法律で義務づけられているので、保険未加

入業者は、その情状によっては、建設業法第 条第１項第３号の「その業務に関

し他の法令に違反し、建設業者として不適当」に該当するおそれがある。

（「建設業法令遵守ガイドライン（第４版）－元請負人と下請負人の関係に係る留意点－」

（平成 ６年 月）より抜粋・加工）

 

誰が法定福利費を負担するのか

 
法定福利費の負担者については、「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガ

イドライン」等に以下の記述があります。
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下請企業（１次下請）が請け負った建設工事を再下請負させた場合には、当該下

請企業（１次下請）は、再下請負人（２次下請）の法定福利費を適正に確保する必

要があり、標準見積書の活用等による法定福利費相当額を内訳明示した見積書を提

出するよう再下請負人（２次下請）に働きかけるとともに、提出された見積書を尊

重して再下請契約を締結しなければならない。

具体的には、下請企業（１次下請）は、社会保険の保険料は建設業者が義務的に

負担しなければならない経費であり、建設業法第 条の３に規定する「通常必要

と認められる原価」に含まれるものであることを踏まえ、再下請負人（２次下請）

が自ら負担しなければならない法定福利費を適正に見積もるとともに提出する見積

書に明示できるよう、見積条件の提示の際、適正な法定福利費を内訳明示した見積

書（特段の理由により、これを作成することが困難な場合にあっては、適正な法定

福利費を含んだ見積書）を提出するよう明示しなければならない。その際、社会保

険の加入に必要な法定福利費については、提出された見積書を尊重し、各々の対等

な立場における合意に基づいて請負金額に適切に反映することも必要である。

再下請負人（２次下請）の見積書に法定福利費相当額が明示され又は含まれているに

もかかわらず、下請負人（１次下請）がこれを尊重せず、法定福利費相当額を一方的に

削減したり、労務費そのものや請負金額を構成する他の費用（材料費、労務費、その他

経費など）で減額調整を行うなど、実質的に法定福利費相当額を賄うことができない金

額で建設工事の請負契約を締結し、その結果「通常必要と認められる原価」に満たない

金額となる場合には、当該元請下請間（ 次下請・２次下請間）の取引依存度等によっ

ては、建設業法第１９条の３の不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれがあるの

で、これを厳に慎むこと。

（「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」

（平成 年 月 日）より抜粋・加工）
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法定福利費を内訳明示した見積書の作成について

 建設業では平成 年度までに、企業単位では許可業者の加入率 ％、労働者単

位では製造業相当の加入状況を目指した種々の取組みが行われていますが、その重

要な取組みの一つとして、法定福利費を内訳明示した見積書の提出が、平成 年９

月から、すべての専門工事業団体において始まっています。

法定福利費を内訳明示した見積書の作成・提出に当たっては次のような点に留意

してください。

従来の取引慣行では、トン単価や平米単価による見積が一般的で、法定福利費が

どのように取扱われているのかが分かりにくい状況でした。

これに対して法定福利費を内訳明示した見積書は、工事単価に含まれる諸経費と

法定福利費を分離して見積金額を計上することとなったものです。

下請企業は見積書の作成にあたって、従来の総額によるものではなく、その中に

含まれる法定福利費を内訳明示したものを元請企業（直近上位の注文者）に提出し

てください。

元請企業（直近上位の注文者）は、下請企業に工事を発注する予定がある場合は、

下請企業の法定福利費を含めて注文者に対する見積書を作成してください。

下請負人の見積書に法定福利費相当額が明示されているにもかかわらず、これを

尊重せず、法定福利費相当額を一方的に削減し、または労務費や請負金額を構成す

る材料費、労務費、その他の経費等で減額調整を行うなど、実質的に法定福利費相

当額の減額となるような操作を行ってはなりません。

見積書の内訳明示の対象となる法定福利費は「健康保険料（介護保険料含む）、

厚生年金保険料 子ども・子育て拠出金含む 、雇用保険料」のうち、現場労働者（技

能労働者）に係る事業主（会社）負担分の保険料です。

従来の見積書との違いは何か

 

元請・下請企業はどのように対処するのか

 

どの法定福利費（社会保険料）を見積書に明示するのか
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法定福利費を内訳明示した見積書の活用は、必要な法定福利費を確保することを

目的としていますので、法定福利費の内訳が明示されていれば、自社独自の様式ま

たは注文者から指定された様式でも構いません。

また、所属する専門工事団体等が作成した標準見積書を使用し、または参考にし

て作成しても構いません。

建設工事の請負に関する見積書については、請負代金の多少、元請・下請・孫請、

建設業許可の有無にかかわらず、すべての請負関係において法定福利費を内訳明示

した見積書を作成する必要があります。

社会保険料にかかる費用は受注者が義務的に負担しなければならない法定福利

費ですので、公共工事、民間工事にかかわらず、建設業法第 条の３に規定する「通

常必要と認められる原価」に含まれるべきものです。

このため、発注者と受注者は、公共工事、民間工事を問わず、見積時から必要経

費として適正に考慮する必要があります。国土交通省も主な民間発注者団体に対し、

法定福利費が着実に確保されるよう、見積、入札、契約の際に配慮するよう求めて

います。

法定福利費（社会保険料）の負担割合や加入義務などについて、本書で解説した

内容を読んでもなお不明な点がある場合は、健康保険料等については全国健康保険

協会都道府県支部等、厚生年金保険料等については日本年金機構の都道府県事務所

又は年金ダイヤル等に直接お問い合わせください。雇用保険料についてはお近くの

ハローワーク等にお問い合わせください。

法定福利費の負担割合が分からない場合はどうするのか

 

見積書の様式は決まっているのか

 

見積書作成に必要な請負金額に上限・下限はあるのか

民間工事にも適用されるのか
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法定福利費を内訳明示した見積書の作成手順

 

＝内訳明示する法定福利費の算出方法＝

（１）内訳明示する法定福利費の範囲

法定福利費（社会保険料）といった場合、健康保険料（介護保険料含む）、厚生

年金保険料（子ども・子育て拠出金含む）、雇用保険料、労災保険料がありますが、

見積書で内訳明示する法定福利費は、原則として健康保険料（介護保険料含む）、

厚生年金保険料（子ども・子育て拠出金含む）、雇用保険料のうち、現場労働者（技

能労働者）の事業主（会社）負担分です。

 

標準見積書の内訳明示の対象となる保険料

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 労災保険

健康

保険料

介護

保険料

厚生年金

保険料

子ども・子育

て拠出金※

雇用保険料 労災保険料※

事業主

負担分
○ ○ ○ ○ ○ ×

本人

負担分
× × × × × ×

※子ども・子育て拠出金及び労災保険料については、事業主が全額負担（本人負担分なし）。

○ 内訳明示する法定福利費の範囲は、事業主負担分を基本としていますが、各社

が個別に表中の『×』の部分を内訳明示しても構いません。その場合、法定福

利費として内訳明示している範囲を明記する必要があります。（例えば、「法

定福利費は、××保険料の本人負担分も含んでおります。」など）

（２）法定福利費の基本的な算出方法

 

 

法定福利費は、通常、年間の賃金総額に各保険の保険料率を乗じて計算します。

しかし、各工事の見積りでは、労働者の年間賃金を把握することは不可能です。そ

のため、見積額に計上した『労務費』を賃金とみなして、それに各保険の保険料率

を乗じて算出する方法が一般的です。

 

法定福利費＝労務費総額×法定保険料率 
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（３）その他の算出方法

 

 

 

法定福利費の算出方法としては、自社の施工実績に基づくデータ等を用いて工事

費に含まれる平均的な法定福利費の割合や工事の数量当たりの平均的な法定福利

費をあらかじめ算出した上で、個別工事ごとの法定福利費を簡便に算出することも

考えられます。

この方法は、その性質上、ある程度定型化した、工事費の増減又は数量の増減が

労務費と比例している工事について使用することが適当です。

 

（４）適用する保険料率の考え方

保険料の種類 保険料率の入手先 備考

健康保険料率 ・協会けんぽウェブサイト等

（個別に健康保険組合に加入してい

る場合は、別途組合に問い合わせ） 

（協会けんぽに加入の場合）

都道府県単位の保険料率

 

（介護保険料率）
加入率（40歳～64歳の被保険者割

合）を加味する。 

厚生年金保険料率

（子ども・子育て拠

出金） 

・日本年金機構ウェブサイト等

（厚生年金基金に加入している場合

は、別途基金に問合わせ）

 

      ―― 

雇用保険料率 ・厚生労働省等ウェブサイト等 「建設の事業」の料率を用いる。

 

○健康保険の保険料率

健康保険及び介護保険の保険料率は、各社で加入している協会けんぽ（全国健康

保険協会）や健康保険組合の保険料率を用います。（協会けんぽの健康保険の保険

料率は、都道府県単位で定められています。）（【巻末資料５】参照）

また、協会けんぽの介護保険の保険料率は、全国一律となっていますが、介護保

険の対象者は、基本的に 歳から 歳までの方のみですので、保険料率算定に当

たっては、これを考慮する必要があります。しかし、介護保険の対象となる 歳

以上の現場労働者の割合を工事ごとに把握することは困難です。

そのため、協会けんぽでの対象者・対象外の者の状況（被保険者全体に占める

～ 歳の割合）を勘案して設定する方法等が考えられます。

 

 

法定福利費＝工事費×工事費当たりの平均的な法定福利費の割合 

法定福利費＝工事数量×数量当たりの平均的な法定福利費 
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○厚生年金保険（子ども・子育て拠出金含む）の保険料率

厚生年金保険の保険料率は、日本年金機構のウェブサイト等に記載されている保

険料額表を参照することにより入手できます。（厚生年金基金に加入している場合

には、当該厚生年金基金から保険料率を入手する必要があります。）（【巻末資料

５】参照）

また、子ども・子育て拠出金の料率は、日本年金機構のウェブサイト等に記載さ

れているものを用いてください。

 

○雇用保険の保険料率

雇用保険料率は、事業の種類ごとに事業主負担分・本人負担分の保険料率が定め

られていますので、その中の『建設の事業』の保険料を参考にしてください。保険

料率は、厚生労働省のウェブサイトから入手することが可能です。（【巻末資料５】

参照）

 

（５）健康保険、厚生年金保険の適用除外者であるものの取扱い

常時使用する労働者が５人未満の個人事業所（支所）や一人親方（但し、一人親

方であるか否かの判断基準については【巻末資料４】参照）などは、健康保険、厚

生年金保険に加入する義務のない、いわゆる『適用除外』となります。そのため、

各保険の事業主負担は発生しません。

したがって、適用除外となっている現場作業員の法定福利費については、内訳明

示する法定福利費から除外する必要があります。

実際には見積段階で適用除外となる作業員の方を把握することは、実務上、難し

いと思いますので、見積段階では、全ての現場作業員の方の加入を前提として健康

保険・厚生年金保険に加入するための費用を内訳明示の対象としてください。その

後、元請企業（直近上位の注文者）と協議を行い、最終的な金額を決定していきま

す。 

 

（参考） 介護保険料の算定に使用する保険料率の考え方

＝ 協会けんぽの介護保険料率 × （事業主負担） × 加入率（ ～

歳の被保険者割合 ）

協会けんぽウェブサイトの被保険者数及び被扶養者の年齢構成割合より
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（６）法定福利費を内訳明示した見積書の作成例
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※ 標準見積書作成手順

〔基本的な法定福利費算出方法の場合〕 ＝ 労務費総額 × 法定保険料率

〔算出手順例〕

１．労務費総額（Ｂ）を各個社・業界の実情に合わせた方法で算出する。

２．算出した労務費総額（Ｂ）に対して、法定で定められた保険料率（Ｐ 表参

照）を乗じて各保険の概算保険料を算出する（Ｅ，Ｆ，Ｇ，Ｈ）。

※介護保険料については、事業主負担相当の保険料率（保険料率の 分の ）に「被

保険者となる 歳以上 歳以下の割合（ ％、協会けんぽ平成 年度の場

合）」を乗じた比率とする。

【協会けんぽの場合】

介護保険料率の算式 ＝ ％ × × ％ ＝ ％

３．各保険の概算保険料を合計し、内訳明示する概算保険料総額を算出する。

（Ｉ＝ Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ または Ｂ×ｔ）

４．小計額（Ｊ）を算出する。

５．消費税（Ｋ）を算出する。

６．合計（Ｌ）を算出し、見積金額として計上する。

 

※ 法定福利費を内訳明示した見積書に関するよくある質問

 

 

Ａ．内訳明示する法定福利費の額は、本来、各建設業者が個別工事ごとに自社の施工実績等

に基づいて算定するものですので、必ずしも所属する専門工事業団体等の作成した見積書

に沿って、法定福利費を算出する必要はありません。各専門工事業団体が作成した標準見

積書は、各団体に所属する建設業者等が法定福利費の算定を行おうとする際の参考にして

いただくためのものです。

Ａ．法定福利費を内訳明示した見積書の活用は、必要な法定福利費を確保することを目的と

していますので、法定福利費の内訳が明示されていれば、自社または注文者から指定され

た様式でも構いません。各専門工事業団体が作成した標準見積書は、各団体に所属する建

設業者等が作成する際の参考にしていただくためのものです。

Ｑ．法定福利費を内訳明示した見積書を作成する場合、所属する専門工事業団体等の作成し

た見積書に沿って、法定福利費を算出しなければならないのでしょうか？

 

Ｑ．法定福利費を内訳明示した見積書を作成する場合、所属する専門工事業団体等の作

成した見積書の様式を使用しなければならないのでしょうか？
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Ａ．対象となります。

Ａ．下請企業に工事を発注する予定がある場合には、下請企業の法定福利費を含めて注文者

に対する見積書を作成してください。ただ、注文者に見積書を依頼された段階では、下請

企業に工事を発注するか決まっていないことが多くあります。また、見積書では、注文を

受けた工事についてどのような工種をいくらの材料・機器を使って（材料費）、どれくら

いの工賃（手間・労務費）で施工するか計算しており、外注費（下請代金）そのものが項

目として計上されているわけではありません。

したがって、自社が作成する見積書そのものに含まれる『工賃』を基本に法定福利費を

算出すれば、下請代金に含まれる法定福利費も含まれているものと考えられます。

Ａ．下請企業に工事を発注する予定がある場合には、下請企業の法定福利費を含めて注文者

に対する見積書を作成する必要がありますが、自社及び下請企業が加入する保険が必ずし

も同じであるとは限りません。

この際、内訳明示する法定福利費を算出するために使用する保険料率は、それぞれの保

険に加入する加入者数が把握できる場合は加入者数に応じて各保険料を算出し、把握でき

ない場合は、加入している人が多いと考えられる主な保険の保険料率を一律に適用すると

いったことが考えられます。要は、法定福利費を支払う側である注文者が納得のできる合

理的な内容であれば問題ありません。

Ｑ．法定福利費も消費税の対象となるのでしょうか？

 

Ｑ．下請企業の加入している保険が自社の加入しているものとは違っている場合、適用す

る保険料率はどの保険のものにすればいいのでしょうか？

 

Ｑ．下請企業に工事を発注する場合は、下請企業の法定福利費も含めて見積書を作成する

のでしょうか？
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社会保険料算出の仕組み

法定福利費の内訳を明示した見積書を作成し提出するためには、社会保険制度に

ついての一定の知識が必要です。そこで、その概要について触れてみることにしま

す。

法定福利費、つまり、社会保険制度は、広義では「健康保険（介護保険を含む）、

厚生年金保険、労災保険、雇用保険」の４つの保険制度をいいますが、これらの保

険制度は、通常、健康保険（介護保険を含む）と厚生年金保険が“社会保険”と呼

ばれ、労災保険と雇用保険が“労働保険”と呼ばれています。

そして、これらの保険料の算定に当たっては、社会保険料の算定を「日本年金機

構」が行い、労働保険料の算定を所轄の「労働基準監督署」で行われることになっ

ています。

＝社会保険料は月額の標準報酬で決まる＝

職場で働く人々は、それぞれ入社の時期、雇用期間、日給・月給などの違いによ

り、毎月の賃金額は個人ごとに異なります。また昇給・減給、労働日数、労働時間

等により賃金が変動します。このため、社会保険料を各月ごとに支払われる賃金額

に合わせてその都度計算し直すことは事務処理上不可能といえます。そこで、個々

の被保険者に支払われる賃金を標準報酬月額表に示された標準的な賃金欄に当て

はめて、健康保険（介護保険を含む）と厚生年金の保険料を算出したものを「標準

報酬月額」といい、労災保険と雇用保険を併せて保険料を算出することを「年度更

新」と呼んでいます。

 
＝複雑な建設業の賃金体系＝

建設業は古くは請負方式によって仕事が行われてきたため、請負人に毎月一定額

の報酬を支払うというシステムにはなじみにくい構造になっていましたが、近年、

建設業務に従事する労働者を社員として雇用する企業が増加したため、請負給や出

来高給ではなく労働者として賃金を支払わなければならない場合が多くなりまし

た。

しかし、建設現場で働く人々の中には短期間で職場を異動する者も少なくないた

め、それらの者の賃金額を算定することは容易ではありませんが、そのような場合

であっても社会保険料や労働保険料が正しく算定されなければ、適切に法定福利費

相当額を注文者から受け取ることが困難になります。
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＝保険料は労使折半負担が原則＝

社会保険料は標準報酬月額で決まり、労働保険料は年度更新によって決定されま

すが、これらの保険料は労災保険料を除き労使折半で負担するのが原則です。労使

折半といっても必ずしも労使の平等負担というわけではなく、次のような負担割合

になっています。 
（平成 28 年 10 月現在） 

制度名 全額 事業主負担分 労働者負担分

健康保険料（注１） ％（東京） ％ ％

介護保険料（注２） ％ ％ ％

子ども・子育て拠出金

（注３）

分の 分の 負担分なし

厚生年金保険料（注４） ％ ％ ％

雇用保険料（注５） 分の 分の 分の

（注１）健康保険料は都道府県ごとに異なるため東京都を例にした。

（注２）介護保険料は 歳以上 歳未満の者だけに負担義務が発生し、健康保険料に加算される。

（注３）子ども・子育て拠出金は事業主だけに負担義務があり、厚生年金保険の標準報酬月額に加

算される。

（注４）厚生年金基金への加入者は、基金ごとに定められた免除保険料を控除した額となる。

（注５）「建設の事業」に適用される雇用保険料率である。
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（１）標準報酬月額の決め方

標準報酬月額の決定方法には「資格取得時の決定」「定時決定」「随時決定」の三

つがあります。

■資格取得時の決定

新規に採用され被保険者になった者の標準報酬月額は、その人の入社月から最初

に到来する 月までの標準報酬月額となります。取得時の標準報酬月額は次の方法

で決定されます。

日給、時間給、

出来高給、請負給の者

○その事業所で前月に同じような業務に従事し、同じような報酬を

受けた人の報酬の平均額

○上記の方法で計算することができないときは、被保険者資格取

得の月前１か月間に同じ地方で同じような業務に従事し、同じよ

うな報酬を受けた人の報酬額

月給・週給など一定期

間に一定額が決められ

ている者

○その報酬の月額（被保険者資格を取得した日現在の報酬額を、

その期間の総日数で除して得た額の 倍の額）

■定時決定

被保険者が事業所から受け取る報酬は、昇給などにより毎年変動します。そこで、

変動後の報酬に対応した標準報酬月額を見直すため、毎年一回、標準報酬月額を見

直すことになっています。これを標準報酬月額の「定時決定」といいます。定時決

定の対象となるのは毎年７月１日現在、在籍する被保険者に対して、４月・５月・

６月の３か月間に受けた報酬の平均額を、標準報酬月額表に当てはめて決定し、そ

の年の９月から翌年８月までの標準報酬月額とします。

ただし、次のいずれかに該当する人は定時決定から除かれます。

① 給与の支払日数が 日未満の月がある人

② ６月１日から７月１日までの間に被保険者となった人

③ ７月から９月までのいずれかの月に随時改定が行われた人

④ 育児・介護休業等を終了した際に改定が行われた人

標準報酬月額のしくみ 
健康保険・厚生年金保険
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■随時決定

被保険者が受けている報酬の額に著しい変動が生じ、保険者（協会けんぽ等）が

必要と認めた場合は、標準報酬月額の改定を行うことができるとされています。随

時改定は、次の三つのすべてに当てはまる場合に、賃金の変動があった月から４か

月目に改定が行われます。

① 昇給・降給などにより固定賃金に変動があったとき

② 固定賃金の変動幅が標準報酬月額との間に２等級以上の差が生じたとき

③ 過去３カ月とも報酬の支払基礎日数が 日以上であるとき

＝年度更新と概算保険料のしくみ＝

労働保険料は、４月 日から翌年の３月 日までの１年間を単位として、その

年度（年度の途中で保険関係が成立したときはその時から）に、すべての労働者に

支払う賃金総額の見込み額に保険料を乗じて得た額を納めます。これを「概算保険

料」といいます。

そして、年度の終了時点で、その年に支払った賃金の総額が確定するため、確定

した保険料と概算で納めた保険料との間に過不足が生じたときはこれを精算し、さ

らに、翌年の概算保険料を申告して納付するというサイクルを繰り返します。これ

を年度更新といいます。

＝一般保険料のしくみ＝

労働保険料は、労働者に支払う賃金の総額に保険料率（労災保険＋雇用保険）を

乗じて得た額となります。そのうち、労災保険に係る分は全額事業主負担とし、雇

用保険料分は事業主と労働者の双方で負担することになります。

その際、事業主は労働保険料（労災保険料＋雇用保険料）を一括して先払いして

いますので、毎月の保険料を支払う必要はありませんが、労働者が支払うべき雇用

保険料については、毎月の給料から控除する方法で納付しなければなりません。

＝労災保険の請負事業の一括＝

建設の事業については、原則として元請負人のみが当該事業の事業主として適用

されますので、元請負人は、自らが使用する労働者に支払う賃金とは別に下請負人

が使用した労働者に支払う賃金についても保険料を算定することになっています。

なお、保険料の算定の基礎となる賃金総額を正確に把握することが困難な事業に

おいては、労災保険分に限り賃金総額の特例による保険料の算定が認められます。

年度更新と概算保険料のしくみ 
労災保険・雇用保険
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社会保険未加入とペナルティー

建設産業の健全な発展を促進する観点から、平成 年に建設業法施行規則が改

正されたことにより、社会保険未加入企業に対しては以下のようなペナルティーが

課せられることになりますので注意してください。

（１）保険未加入企業は不良不適格業者とみなされる

不良・不適格業者とは、一般的には、技術力または施工能力をまったく有しな

いいわゆるペーパーカンパニー、経営を暴力団が支配している企業、適切な施工

が行い得ない企業、建設業法その他工事に関する諸法令を遵守しない企業等を指

すものとされています。そして、その不良・不適格業者には社会保険への未加入

の企業も加えられました。

このため、建設業許可行政庁等においては、公共工事の入札および契約に当たり

厳正な対応を求めるとされています。

（２）未加入企業は建設業の許可は受けられないのか

社会保険に加入していない企業でも建設業の許可や更新等の許可は受けられ

ます。ただし、保険未加入企業に対しては、地方整備局又は都道府県の許可行政

庁から建設業の許可が通知される際に併せて指導文書が送られ、社会保険等への

加入指導及び一定期日までに加入した旨報告することが求められます。 
保険未加入企業が許可行政庁の指導に従わずに、なおも社会保険等に加入しない

場合は、企業名（事業所名）等が厚生労働省の保険担当部局に通報され、加入勧

奨等の措置を受けるとともに、それでもなお加入しない一定の企業は、許可行政

庁から建設業法に基づく監督処分を受けることになります。 

（３）保険加入の指導に従わない下請企業の取扱い

社会保険の加入に関する下請指導ガイドラインでは、現在のところ保険加入の

指導をしても従わない下請企業について、下請契約を解除することまでは求めら

れていませんが、下請企業について社会保険等の適用除外でないにもかかわらず

未加入である場合には、早期に加入手続きを進めるよう指導を行っていくことと

されています。また、社会保険等に未加入の企業は、保険関係法令を遵守してい

ない不良不適格業者という位置付けとなりますので、下請企業の選定時には、こ

うした未加入企業と取引関係を持つことは望ましくないことから、将来的に下請

から排除することも選択肢となります。そして、遅くとも平成 年度以降にお

いては、健康保険、厚生年金保険、雇用保険の全部又は一部について、適用除外

でないにもかかわらず未加入である建設企業は、下請企業として選定しないとの
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取扱いとすべきとされています。

（４）建設業者の不正行為等に対する監督処分の基準

建設業者の不正行為等に対する監督処分の基準においては、社会保険の未加入

業者に対して、以下のような監督処分が行われます。

「健康保険、厚生年金保険又は雇用保険（以下「健康保険等」という。）に未

加入であり、かつ、保険担当部局による立入検査を正当な理由がなく複数回拒否

する等、再三の加入指導等に従わず引き続き健康保険等に未加入の状態を継続し、

健康保険法、厚生年金保険法又は雇用保険法に違反していることが保険担当部局

からの通知により確認された場合は、指示処分を行うこととする。指示処分に従

わない場合は、機動的に営業停止処分を行うこととする。この場合において、営

業停止の期間は、３日以上とする。」

（５）未加入者は 年前に遡って保険料を徴収されるのか

社会保険の未加入対策において“未加入業者”とは、適用除外でないにもかか

わらず保険に加入していない事業者をいいますが、実務においては保険料の「未

納業者」と保険制度への「未加入業者」との二者に区分されます。そして、それ

らの者に対しては次のような取扱いが行われます。

① 保険料未納の場合

保険料を徴収する権利は２年間（健保法 条・厚年法 条）とされていま

すので、立入り検査等において悪質と認められた場合には、過去２年間に遡っ

て保険料を徴収されることがあります。

② 保険未加入の場合

調査官又はその代理人等により調査が行われた場合に、その指示に従って直

ちに加入すれば２年前まで遡って保険料の納付を求められることはありませ

ん。しかし、調査官等が２回以上の加入指導を行ってもなお加入しない場合

は、調査官の裁量で加入させることになります。その際、書類の提示を求め

たのにそれに応じない場合又は虚偽の書類の提示や報告を行った場合は、２

年前まで遡って保険料の納付が求められることがあります。

③ 一部に未加入者がいる場合

社会保険にすでに加入している適用事業所に対しては、３年又は４年に一

度年金事務所の調査官により調査が行われます。そして賃金台帳、出勤簿等

により加入状況の適否について調査し、被保険者となるべき社員に未加入者

がいた場合は、その時点で加入指導が行われます。

その際、保険料が未納となっている場合は、日本年金機構の「滞納処分等

の実施に関する規程」に基づき差押えなどの強制処分が行われることがあり

ます。
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東京建設㈱ 中央あい 中央あい

【巻末資料１】 再下請負通知書

（「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」より）

 

１３３０１１１１１１２−０００中央あい １２３４５中央あい １２３４５東京建設㈱
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虎ノ門工務店 港うえ 港うえ １３３０２２２２２２２−０００港うえ ６７８９０港うえ ６７８９０虎ノ門工務店
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東京建設㈱ 中央あい 中央あい

同 上 同 上 同 上 同 上

【巻末資料２】 施工体制台帳

（「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」より）

 

１３３０１１１１１１２−０００中央あい １２３４５中央あい １２３４５東京建設㈱

同　上同　上同　上同　上



38 
 

 

虎ノ門工務店 港うえ 港うえ １３３０２２２２２２２−０００港うえ ６７８９０港うえ ６７８９０虎ノ門工務店



39 
 

別紙３ 作業員名簿の作成例 
 
○社会保険関係について別葉とする例 

提出日  平成  年  月  日 
 

作 業 員 名 簿 
 
事業所の名称                  一 次                二 次 
所長名                     会社名                会社名               

 
番

号 
ふりがな 社 会 保 険 
氏  名 健康保険 1 年金保険 2 雇用保険 3 

１ とうきょう たろう ○○健康保険組合 厚生年金  

東 京 太 郎 １２３４ － １２３－４ 

２ おおさか じろう ○○健康保険組合 厚生年金  

大 阪 次 郎 ２３４５ － ２３４－５ 

３ 以下略    
    

 
 
 
 
 
 
 
○既存の様式に社会保険関係を組み込む例 

提出日  平成  年  月  日 
 

作 業 員 名 簿 
 
事業所の名称                  一 次                二 次 
所長名                     会社名                会社名              

 
番
号 

ふりがな 
職種 

 最近の健康診断日 特殊健康診断日 健康保険 1    教育・ 実施年月日 

氏  名 血圧 
種 類 

年金保険２ 雇入・職長

特別教育 
入場年月日 
教育実施日） 血液型 雇用保険３ 

１ 

とう  きょう   た   ろう 班長コード   年 月 日 ○○健康保険組合 1234 

 

年 月 日 

東 京 太 郎 
   厚生年金 － 

年 月 日 
  雇用保険 123－4 

２ 

おお  さか   じ   ろう 班長コード   年 月 日 ○○健康保険組合 2345 

 

年 月 日 

大 阪 次 郎 
   厚生年金 － 

年 月 日 
  雇用保険 234－5 

３ 

以下略 班長コード   年 月 日    年 月 日 

      
年 月 日 

    

 

 

 

【巻末資料３】 作業員名簿の作成例 

（「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」より） 

元請確認欄  

 

元請確認欄  

 

１ 上段に健康保険の名称（健康保険組合、協会けんぽ、建設国保、国民健康保険）、下段に健康保険被保険者証の番号の下４けた
（番号が４桁以下の場合は、当該番号）を記載。上記の保険に加入しておらず、後期高齢者である等により、国民健康保険の適用

除外である場合には、上段に「適用除外」と記載。 

２ 上段に年金保険の名称（厚生年金、国民年金等）を記載。各年金の受給者である場合は、上段に「受給者」と記載。 
３ 下段に被保険者番号の下４けたを記載。（日雇労働被保険者の場合には上段に「日雇保険」と記載）事業主である等により雇用

保険の適用除外である場合には上段に「適用除外」と記載。 

１ 左欄に健康保険の名称（健康保険組合、協会けんぽ、建設国保、国民健康保険）、右欄に健康保険被保険者証の番号の下４けた

（番号が４桁以下の場合は、当該番号）を記載。上記の保険に加入しておらず、後期高齢者である等により、国民健康保険の適用
除外である場合には、左欄に「適用除外」と記載。 

２ 左欄に年金保険の名称（厚生年金、国民年金等）を記載。各年金の受給者である場合は、左欄に「受給者」と記載。 

３ 右欄に被保険者番号の下４けたを記載。（日雇労働被保険者の場合には左欄に「日雇保険」と記載）事業主である等により雇用
保険の適用除外である場合には左欄に「適用除外」と記載。 
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【巻末資料４】 一人親方であるか否かの判断基準

（「みんなで進める一人親方の保険加入」（国土交通省）より）
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右に○が多い場合は事業者性が強く、左側に○が多い場合は一人親方で

はなく雇用されるべき労働者として判断される場合があります。
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【巻末資料５】 各保険の保険料率

（全国健康保険協会ＨＰ、厚生労働省ＨＰより）
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一般財団法人建設産業経理研究機構

建設産業経理研究機構は、建設業経理に係る諸問題を検討し、その成果等に関する情報を

提供することにより、建設業者の経理の適正化、人材育成を図り、経営の強化に資するこ

とを目的として設立された調査研究機関です。

法定福利費を内訳明示した見積書作成のための

やさしい社会保険加入の手引き

平成 年 月

編集・発行 一般財団法人建設産業経理研究機構

〒

東京都港区虎ノ門 丁目 番 号

虎ノ門 丁目 ビル 号館 階

※著作権法により無断複写複製は禁止されています。

 






